
デジタルトランスフォーメーションの語源をさか
のぼると、2004年にスウェーデンのウオモ大学教
授、エリック・ストルターマン氏が提唱した「ITの浸
透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変
化させる※1」という概念から派生したものであると
いわれています。EYの存在意義（パーパス）である
Building a Better Working World（より良い社会の
構築を目指して）に通ずるものがあり、当法人として

も監査業務を通してパーパス実現のためにさまざまな
ITを活用した取り組みを進めています。
本誌において前二回を通して、デジタルの観点から
はデータとAIの活用※2を、またトランスフォーメー
ション（イノベーション）の観点から組織と人の変革
の変遷とサービスの変革※3を紹介しましたが、最終
回は変化する環境に応じた当法人の監査業務および分
析手法の変革に向けた取り組みについて、EYが進め
る監査のデジタルトランスフォーメーションである
「EY Digital Audit（＜図1＞参照）」の観点から説明
します。

Ⅰ　はじめに

デジタル&イノベーション

※1　Erik Stolterman, Anna Croon Fors.  Information Technology and the Good Life, Umea University, 2014
※2　本誌21年10月号「監査法人のDX～データとAIの活用」
※3　本誌21年11月号「監査法人のDX～組織とヒトの変革にあるサービスの変革」

▶図1　監査業務におけるDX～EY Digital Audit
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当法人では現在、最先端のデジタル技術の活用とあ
わせて、監査の進め方の抜本的な見直しに取り組んで
います。そのような取り組みは、監査の実施場所（空
間）と実施のタイミング（時間）の概念を大きく変え
つつあり、この結果、新型コロナウイルス感染症によ
る監査への影響も最小限にとどめることができたと考
えています。新型コロナウイルス感染症の拡大による
影響により、被監査会社への往査に制約がありながら
も、コミュニケーションの重要性を十分に認識しなが
ら、オンラインツール等を用いた適切な対話を充実さ
せてきました。
当法人ではEYが全世界で展開する監査プラット
フォームであるEY Canvas※4（＜図2＞参照）を会計
監査において利用しています。EY Canvasはそれま
での紙面やマニュアル処理が中心となっていた監査業
務からの脱却を目的とし、筆者を含め全世界から監査
人を集結させ業務変革に向けたさまざまな意見を集約
し5年間の開発期間を経て14年より導入された、業界
初のトータルオンライン監査プラットフォームです。

1. EY Canvas／EY Canvas Client Portal－クライ
アントとの連携

EY Canvasは、監査業務の計画、実施および総括
までの全プロセスをオンライン環境で支援しています。
以前であれば紙面で入手する監査資料の物理的な取り
扱いや監査チーム内における適時の共有が課題となっ
ていましたが、クライアントから入手するさまざまな
データをセキュアな環境で保管し、かつ同時に監査
チームメンバーへ共有することで作業効率の向上を
図っています。EY Canvasの導入と併せ、当法人では東
京事務所が18年に現在のオフィスに移転した際、それ
をきっかけとした徹底的な電子化とペーパーレス化を

Ⅱ　テクノロジーを用いた監査業務の変革
　　－リモートワーク／Connecting

進めてきましたが、オフィス移転前と比較して約98％
の削減に成功し業務効率化に大きく寄与しました。
クライアントの情報であることから、紙があると在
宅勤務を行いにくい状況ですが、電子化を進めること
でオンライン上安全に保存されている環境がリモート
ワークへの切り替えをスムーズにできたものと考えて
います。なお、当法人のクライアントに係る監査業務
の実施に当たり利用されるEY Canvasは、日本国内
のプライベートクラウドにおいて運用されています。
当初運用を開始した時点において、EY Canvasは監
査チーム内における文書管理及び監査業務の作業結果
を記録する機能がメインでした。その後更なるテクノロ
ジーの進化として、専用のウェブサイトを通したクラ
イアントとの監査資料の安全かつ効率的な監査資料の
授受を可能とするEY Canvas Client Portal（次ペー
ジ＜図3＞参照）を18年より本格的に導入しています。
EY Canvas Client Portalの活用により、資料授受の電
子記録を用いた依頼や提出数、期限の状況などをより
効率的に管理することが容易になりました。監査チー
ムおよび会社における依頼や回答の重複、および電子
メール等を検索することから解放される手間の削減を
通して双方の作業の効率性向上に寄与しています。

EY Canvas Client Portalはコロナ禍において資料
授受のためだけの接触機会を減らすことを目的として
利用がさらに進んでおり、現在約1,300社において
活用いただいています。

2. EY Canvas／Group Audit－監査チーム内／海外
拠点との連携

EY Canvasには監査の根幹であるプロジェクトマ
ネジメント機能や、日本・世界各地の監査チームやそ
のメンバーとそれぞれのEY Canvasを通して連携で
きる環境であるGroup Audit機能を備えています。具
体的には海外の現地監査人との円滑な連携を当該ソ
リューションに基づき実現することができるようにな

※4　「EY Canvas-監査業務におけるテクノロジー」https://www.ey.com/ja_jp/audit/technology/canvas

▶図2　EY Canvas－監査業務の実施を支援する完全なオンラインツールで監査データを保管
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り、現地チームとの間の監査指示書の伝達、実施結果
報告の受領、現地監査チームの進捗

ちょく

状況の把握がより透
明性をもって効率的に行われるようになりました。諸外
国において日本とは比べ物にならないロックダウンが
発生した際にも、監査業務の実施状況をEY Canvas

を通じてリアルタイムに把握し、EY Canvasに記録さ
れた監査の実施内容やその結果を速やかに査閲すると
ともに、追加の対応の要否を決定することが可能にな
りました。
こうして、日本の親子会社や海外の関係会社の各EY

監査チームが共通の監査プラットフォームを利用でき
る環境は、世界中同じ環境、同じ手法、同じ目線での
監査の提供を強く支えるとともに、海外拠点監査人が
チームメンバーとの間で適宜連携を取りつつ、また日
本とのタイムリーな監査手続の実施および報告を実現
しています。新型コロナウイルス感染症対策を含め、
リモートワークによる物理的な制約という課題を克服
するために大きく寄与したと考えています。

情報化社会がダイナミックに進み、誰もがテクノロ
ジーに容易に触れることができるようになった今、監
査手法も大きな変革に向けて過渡期を迎えています。
情報の入手が限定的であった時代とは異なり、膨大な
データにさまざまなテクノロジーをうまく組み合わせ
ることで、意味のある情報の分析を行うための投資を進
めており、EY Helixというデータ分析に特化したツール
や監査手法の開発および運用を始めています※5。デー
タ分析の活用を通して、過去の誤りだけではなく、将
来の潜在的リスクに関する示唆を提供できる取り組み
へとつなげていきます。また、当法人では昨年より、
データ分析を監査業務の中心に据えた新たな監査メソ

デジタル&イノベーション

ドロジーであるDigital GAMに基づき業務の実施を開
始しました。監査先から入手するさまざまなデータを
基に、人、プロセス、タイミング等の切り口で多面的
に異常点を識別し、リスクに対応した監査の実施をさ
らに進化させています。

1. EY Helix General Ledger Analyzer－全量データ
を用いたリスク評価の進化
関連した財務・非財務データを監査手続に利用し
やすくなった今日、監査のさまざまな局面においてデー
タ全体を多角的に分析することで、より的確にリスク
を識別し、リスクの高い領域を重点的に検証すること
がより可能となっています。EYにおいては、会計監
査で入手する仕訳データを最大限活用するため、「EY 

Helix General Ledger Analyzer（Helix GLA）」を
開発し監査業務への活用を進めています。
今までも会計監査において仕訳データを入手してい
たものの、膨大なデータの分析を効果的に行う手段は
そこまで確立されておらず、監査人の経験などに基づ
き、期末前後、一定の金額基準、仕訳適用欄に記載さ
れたキーワード、貸借の特有なパターンの仕訳等、仕
訳データの一部を用いた異常点の分析を抽出して検討
を行う手続が中心となっていました。EYで開発され、
18年以降本格的に取り組みが始まっている新たな分析
ツールであるHelix GLAは、上記にとどまらず、勘定
科目間の関連性（＜図4＞参照）、自動入力・手入力
といった会計仕訳の計上パターン、手入力した担当者
や自動計上されたシステムごとの分布など、全仕訳
データを多角的に分析することが可能です。これによ
り、異常と思われる仕訳を効果的に特定します。

2. その他のデータ分析ツールを用いた分析技法の変化
EY Helixが目指すデータ分析は総勘定元帳に基づ

く全仕訳データの検討にとどまりません。連結財務諸
表に対する監査の範囲を決定するために連結精算表を
用いた分析ツールであるGroup Scope Analyzerはす
でに多くの監査チームにより使用されているほか、得
意先との入金条件変更の有無、滞留状況の可視化、新
規・廃止・不動の顧客分布や一定の得意先に対する依
存度などを取引単位で検討するRevenue and Trade 

Receivables Analyzerを含め補助元帳を活用した分
析ツール（EY Helix Subledger Analyzer）の活用を
進めています。また、本誌のDXに関する特集の初回
においても紹介した日本独自の開発ツールであるEY 

Helix General Ledger Anomaly DetectorやSales 

Ledger anomaly Detectorの開発導入を通して、仕

※5　「EY Helix-監査業務におけるテクノロジーの活用」www.ey.com/ja_jp/audit/technology/helix

▶図3　EY Canvas Client Portal画面例（資料の授受
状況の可視化を通したクライアント連携）

Ⅲ　データ分析手法の変革－Analyzing

14　　情報センサー Vol.171 December 2021



訳データのみならず、売上元帳・仕入元帳等補助元帳
のデータの異常検知を行い、監査チームが効果的にリ
スクを識別することを支援する分析等を進めてまいり
ます。

これまで紹介してきたように、EYのDigital Audit

の要素のうちConnectingおよびAnalyzingは昨今の
ビジネス環境の変化に対し、ITの活用や進化を通して
監査業務やデータ分析の変革を推し進めてきました。
リモートワークが進む中においても、クライアントの
皆さまおよび監査チーム内における連携を今まで以上
のレベルで実現することで監査の生産性を維持向上さ
せることができました。
また、従来の紙面やヒアリングに加え、より詳細か
つ網羅的なデータを用いた分析技術および視点を織り
込むことで、異常点への着眼力を高め、監査の高度化
を図ることで品質の向上も図っています。活用できる
データをより多くすることで得られる分析により、リ
スク評価にとどまらない監査証拠を構築し、結論を導
き出すための取り組みを今後も進めていきます。
一方、棚卸の立ち合いや監査証拠の原本確認が必要
な状況がなくなった状況ではないことをとっても、被
監査会社への往査をゼロにするわけにはいきません。
そのため、監査チームメンバーが会社にお伺いして監
査証拠の原本をPDF化して監査ツールに格納し、その
作業が完了次第帰宅して在宅勤務を行うという方法を
多く採用しています。新たなテクノロジーが大きく業
務の変革を進めている中においても、リモートである

がゆえに現地見分であれば発見できるようなリスクへ
の着目は今まで以上に増すと考えられます。
これらの取り組みに当たっては、クライアントとの
協力が不可避です。新たなコミュニケーションツール
の導入には従来の手順からの変化が必要であり、IT部
門を含めた事前の調整が必要です。また、会計仕訳の
データを含め、分析ツールの活用はクライアントの皆
さまから得られる標準化されたデータが鍵となり、こ
れらのデータの程度や粒度が大きく左右されるため、
実現に向けてはクライアントの皆さまとの協議を継続
的に行っていく必要があります。

ビジネスは業界の垣根を越えて、新たな需要に応え
ています。また新たなテクノロジーの台頭は豊富なデー
タを生んでおり、未曽有の進化のチャンスを授けてい
るのも事実です。ますます高まる信頼性や透明性への
期待に対して当法人では監査の変革を推し進めてお
り、これを実現するためにEY Digital Auditを中心に
据えたDXを進めています。ツールの導入にとどまらず、
監査業務の変革による生産性の向上および分析手法の
導入を通したクライアントリスクの識別および共有を
通して、監査サービスの変革を進めていきます。

▶図4　

複数勘定を用いた相関分析の一例、売上の相手勘定としての債権勘定の発生額との整合性、また債権の減少取引と入
金勘定との整合性を一覧することで、売上から回収までの一連の商流を金額的にとらえることでビジネスプロセスの変
更点の有無を把握することができる。

Ⅳ　監査品質の向上

お問い合わせ先
EY新日本有限責任監査法人
アシュアランスイノベーション本部
E-mail：Hiroshi.Minagawa@jp.ey.com

Ⅴ　おわりに
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